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小樽市営住宅条例の一部改正（素案）（小樽市営住宅条例新旧対照表）

改 正 後 改 正 前

（入居の許可の取消し） （入居の許可の取消し）
市長は、次の各号のいずれかに該 市長は、次の各号のいずれかに該第５条 第５条

当すると認める場合は、市営住宅の入居 当すると認める場合は、市営住宅の入居
の許可を取り消し、及び当該市営住宅の の許可を取り消し、及び当該市営住宅の
明渡しを請求することができる。ただ 明渡しを請求することができる。ただ
し、市長がやむを得ない事由があると認 し、市長がやむを得ない事由があると認
める場合は、この限りでない。 める場合は、この限りでない。

市営住宅の入居の許可を受けた者が 市営住宅の入居の許可を受けた者が
当該許可の日から５日以内に入居しない 当該許可の日から５日以内に入居しない
場合 場合
市営住宅の入居者又は入居者と同居 市営住宅の入居者又は入居者と同居

することを認められた者（以下「同居 することを認められた者（以下「同居
者」という。）が第１０条の規定に違反 者」という。）が第１０条の規定に違反
し、又は第１１条各号のいずれかに該当 し、又は第１１条各号のいずれかに該当
した場合 した場合
市営住宅の入居者が第５５条の３の

規定による勧告に従わなかった場合

第２章 公営住宅 第２章 公営住宅
（入居者資格） （入居者資格）

公営住宅に入居することができ 公営住宅に入居することができ第１５条 第１５条
る者は、法第２３条に定める入居者資格 る者は、法第２３条に定める入居者資格
を有する者（暴力団員（暴力団員による を有する者 でなければならない。
不当な行為の防止等に関する法律（平成
３年法律第７７号）第２条第６号に規定
する暴力団員をいう。以下同じ。）及び
現に同居し、又は同居しようとする親族
（法第２３条第１号に規定する親族をい
う。以下同じ。）が暴力団員である者
（以下「暴力団員等」という。）を除
く。）でなければならない。
前項に規定する者のうち、母子世帯向 前項に規定する者のうち、母子世帯向２ ２

公営住宅、老人世帯向公営住宅、特別低 公営住宅、老人世帯向公営住宅、特別低
家賃公営住宅又は心身障害者向公営住宅 家賃公営住宅又は心身障害者向公営住宅
（以下これらを「特定目的公営住宅」と （以下これらを「特定目的公営住宅」と
いう。）に入居することができるもの いう。）に入居することができるもの
は、小樽市に住所を有する者でなければ は、小樽市に住所を有する者でなければ
ならない。 ならない。
特定目的公営住宅に入居できる者の条 特定目的公営住宅に入居できる者の条３ ３

件等は、規則で定める。 件等は、規則で定める。
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（同居の承認）
市長は、公営住宅法施行規第１８条の２

則（昭和２６年建設省令第１９号。以下
「省令」という。）第１０条の規定によ
るもののほか、次の各号のいずれかに該
当する場合は、法第２７条第５項の規定
による同居の承認をしてはならない。た
だし、入居者が病気にかかっていること
その他特別の事情により当該入居者が入
居の際に同居した親族以外の者を同居さ
せることが必要であると市長が認める場
合においては、第１号の規定は、適用し
ない。

同居させようとする者が入居者の親
族でない場合
同居させようとする者が暴力団員で

ある場合
前２号に掲げるもののほか、公営住
宅の管理に著しい支障があると認めら
れる場合

（入居の承継の承認）
市長は、省令第１１条の規第１８条の３

定によるもののほか、次の各号のいずれ
かに該当する場合は、法第２７条第６項
の規定による入居の承継の承認をしては
ならない。

当該承認を受けようとする者又は当
該承認を受けようとする者と現に同居
している者が暴力団員である場合
前号に掲げるもののほか、公営住宅
の管理に著しい支障があると認められ
る場合

（収入の申告） （収入の申告）
公営住宅の入居者は、毎年度、 公営住宅の入居者は、毎年度、第１９条 第１９条

省令第８条に規定する方法により、市長 公営住宅法施行規則（昭和２６年建設省
に収入を申告しなければならない。 令第１９号）第８条に規定する方法によ

り、市長に収入を申告しなければならな
い。

前項の規定による収入の申告の手続そ 前項の規定による収入の申告の手続そ２ ２
の他必要な事項は、規則で定める。 の他必要な事項は、規則で定める。

第３章 改良住宅及び従前居住者用住宅 第３章 改良住宅及び従前居住者用住宅
（入居者の決定） （入居者の決定）

市長は、改良住宅には、改良法 市長は、改良住宅には、改良法第３０条 第３０条
第１８条各号に掲げる者で、改良住宅へ 第１８条各号に掲げる者で、改良住宅へ
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の入居を希望し、かつ、住宅に困窮する の入居を希望し、かつ、住宅に困窮する
と認められるもの（暴力団員等を除 と認められるもの を入居させなけれ
く。）を入居させなければならない。 ばならない。

市長は、前項の規定により改良住宅に 市長は、前項の規定により改良住宅に２ ２
入居させるべき者が入居せず、又は居住 入居させるべき者が入居せず、又は居住
しなくなった場合は、改良法第２９条第 しなくなった場合は、改良法第２９条第
１項の規定により準用する法第２２条か １項の規定により準用する法第２２条か
ら第２４条まで及び法第２５条第１項の ら第２４条まで及び法第２５条第１項の
規定に基づき選考して、当該改良住宅の 規定に基づき選考して、当該改良住宅の
入居者を決定する。 入居者を決定する。
市長は、従前居住者用住宅には、住宅 市長は、従前居住者用住宅には、住宅３ ３

市街地整備総合支援事業等の実施に伴っ 市街地整備総合支援事業等の実施に伴っ
て住宅を失うことにより住宅に困窮する て住宅を失うことにより住宅に困窮する
と認められる者（暴力団員等を除く。） と認められる者 を入居させなければ
を入居させなければならない。 ならない。

市長は、前項の規定により従前居住者 市長は、前項の規定により従前居住者４ ４
用住宅に入居させるべき者が入居せず、 用住宅に入居させるべき者が入居せず、
又は居住しなくなった場合は、法第２２ 又は居住しなくなった場合は、法第２２
条から第２４条まで及び法第２５条第１ 条から第２４条まで及び法第２５条第１
項の規定を準用し選考して、当該従前居 項の規定を準用し選考して、当該従前居
住者用住宅の入居者を決定する。 住者用住宅の入居者を決定する。
第１７条の規定は、第２項の規定によ 第１７条の規定は、第２項の規定によ５ ５

る改良住宅及び前項の規定による従前居 る改良住宅及び前項の規定による従前居
住者用住宅の入居者の決定について準用 住者用住宅の入居者の決定について準用
する。 する。

（同居の承認等） （同居の承認等）
改良住宅等の入居者は、当該改 改良住宅等の入居者は、当該改第３６条 第３６条

良住宅等の入居の際に同居した親族以外 良住宅等の入居の際に同居した親族以外
の者を同居させようとする場合は、規則 の者を同居させようとする場合は、規則
で定めるところにより、市長の承認を受 で定めるところにより、市長の承認を受
けなければならない。 けなければならない。
改良住宅等の入居者が死亡し、又は退 改良住宅等の入居者が死亡し、又は退２ ２

去した場合において、その死亡時又は退 去した場合において、その死亡時又は退
去時に当該入居者と同居していた者は、 去時に当該入居者と同居していた者は、
規則で定めるところにより、市長の承認 規則で定めるところにより、市長の承認
を受けて、引き続き、当該改良住宅等に を受けて、引き続き、当該改良住宅等に
居住することができる。 居住することができる。
第１８条の２の規定は第１項の承認に３

ついて、第１８条の３の規定は前項の承
認について準用する。

第４章 厚生住宅及び共同住宅 第４章 厚生住宅及び共同住宅
（入居者資格） （入居者資格）
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厚生住宅に入居することができ 厚生住宅に入居することができ第３７条 第３７条
る者は、次の各号に掲げる住宅の区分に る者は、次の各号に掲げる住宅の区分に
応じ、当該各号に定める者（暴力団員等 応じ、当該各号に定める者 でなけれ
を除く。）でなければならない。ただ ばならない。ただし、市長が認める単身
し、市長が認める単身者にあっては、こ 者にあっては、この限りでない。
の限りでない。

単身老人向住宅 親族及び身寄り 単身老人向住宅 親族及び身寄り
（以下「親族等」という。）が全くない （以下「親族等」という。）が全くない
か、又は親族等があっても当該親族等と か、又は親族等があっても当該親族等と
同居することができない事情にある年齢 同居することができない事情にある年齢
が満５０歳以上の単身者（老人福祉法 が満５０歳以上の単身者（老人福祉法
（昭和３８年法律第１３３号）による施 （昭和３８年法律第１３３号）による施
設への収容措置を要しない者に限る。） 設への収容措置を要しない者に限る。）
のうち現に住宅に困窮していることが明 のうち現に住宅に困窮していることが明
らかな者であって、小樽市に住所を有 らかな者であって、小樽市に住所を有
し、かつ、収入の額が規則で定める金額 し、かつ、収入の額が規則で定める金額
を超えないもの を超えないもの
単身寡婦向住宅 年齢が満４５歳以 単身寡婦向住宅 年齢が満４５歳以

上満６５歳未満の寡婦である単身者のう 上満６５歳未満の寡婦である単身者のう
ち現に住宅に困窮していることが明らか ち現に住宅に困窮していることが明らか
な者であって、小樽市に住所を有し、か な者であって、小樽市に住所を有し、か
つ、収入の額が規則で定める金額を超え つ、収入の額が規則で定める金額を超え
ないもの ないもの
共同住宅に入居することができる者 共同住宅に入居することができる者２ ２

は、小樽市に住所を有し、かつ、法第２ は、小樽市に住所を有し、かつ、法第２
３条に定める入居者資格と同様の資格を ３条に定める入居者資格と同様の資格を
有する者（暴力団員等を除く。）でなけ 有する者 でなければならない。
ればならない。

第６章 補則 第６章 補則

（入居の許可等に係る意見聴取）
市長は、第４条の許可又は第５５条の２

第１８条の２、第１８条の３若しくは第
３６条第１項若しくは第２項（同条の規
定を第４１条第１項及び第２項において
準用する場合を含む。）の承認をする場
合は、市営住宅に入居しようとする者、
同居者又は同居しようとする者が暴力団
員であるかどうかについて、小樽警察署
長の意見を聴くことができる。
市長は、市営住宅の管理のため特に必２

要があると認めるときは、市営住宅の入
居者又は同居者が暴力団員であるかどう
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かについて、小樽警察署長の意見を聴く
ことができる。
（勧告）

市長は、前条の規定による第５５条の３
意見が述べられた場合において市営住宅
の管理のため特に必要があると認めると
きは、当該意見に係る入居者又は同居者
に対し、市営住宅の明渡しその他必要な
措置をとるべき旨を勧告することができ
る。

改正条例附則

附 則
この条例は、平成２１年１月１日から施行する。


